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１． 18 年９月中間期の業績(平成 18 年４月１日～平成 18 年９月 30 日) 
(1)経営成績                          （注）金額は百万円未満を切り捨て 
 売 上 高     営業利益 経常利益 
 百万円   ％ 百万円   ％ 百万円   ％ 
18 年 9 月中間期 
17 年 9 月中間期 

 

48,320 (    0.5) 
48,084 (  △7.5) 

971 ( △42.8) 
1,699 (   91.7) 

1,126 ( △37.2) 
1,793 (   82.9) 

18 年 3 月期 97,808 (  △3.3) 2,611 (  126.9) 2,730 (  115.9) 
 
 

中間(当期)純利益 1 株当たり中間 
(当期)純利益 

 百万円   ％ 円   銭 
18 年 9 月中間期 
17 年 9 月中間期 

685 ( △40.0) 
1,142 (   49.5) 

5   60 
9    30 

18 年 3 月期 1,465 (   76.3) 11    92 
(注) ①期中平均株式数  18年９月中間期 122,488,834 株  17年９月中間期 122,828,452 株  18年３月期 122,942,590 株 
     ②会計処理の方法の変更   無 
     ③売上高、営業利益、経常利益、中間(当期)純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率 
(2)財政状態 
 総 資 産 純 資 産 自己資本比率 １株当たり純資産 
 百万円 百万円 ％ 円  銭 
18 年 9 月中間期 
17 年 9 月中間期 

49,631 
50,395 

17,588 
18,291 

35.4 
36.3 

 144  96 
148  80 

18 年 3 月期 48,370 
, 

18,625 38.5 151  14 
(注) ①期末発行済株式数  18 年９月中間期 121,330,824 株  17 年９月中間期 122,924,942 株  18 年３月期 123,232,592 株 
    ②期末自己株式数    18 年９月中間期  7,979,108 株  17 年９月中間期  6,384,990 株  18 年３月期  6,077,340 株 
 
２．19 年３月期の業績予想(平成 18 年４月１日～平成 19 年３月 31 日) 
 

売 上 高     経常利益 当期純利益 

 百万円 百万円 百万円 
通   期 101,000 2,300 1,400 
(参考)１株当たり予想当期純利益(通期) 11 円 54 銭 
 
３． 配当状況 
・現金配当 1株当たり配当金（円）  
 中間期末 期末 年間 
18 年 3 月期 ― 6.50 6.50 
19 年 3 月期（実績） ― ― 

19 年 3 月期（予想） ― 7.00 
7.00 

 

 (注) 14 年３月期期末配当金の内訳 
※ 業績予想につきましては、発表日現在において入手可能な情報に基づき作成したものであり、実際の業
績は今後様々な要因によって予想数値と異なる場合があります。 
上記業績予想に関連する事項につきましては、連結添付資料の７ページをご参照ください。 
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中 間 貸 借 対 照 表 

 

構成比
(%)

構成比
(%)

構成比
(%)

Ⅰ 流動資産
1 現金及び預金  368  336  266
2 受取手形  2,425  3,051  2,785
3 売掛金  13,732  15,541  14,402
4 たな卸資産  4,341  4,396  4,049
5 繰延税金資産  168  306  667
6 短期貸付金  3,261  3,153  2,987
7 その他  2,133  2,064  1,722

貸倒引当金 △ 101 △ 99 △ 74
 26,330 52.2  28,749 57.9  26,806 55.4

Ⅱ 固定資産
1 有形固定資産
(1) 建物 3,282  3,268 3,353
(2) 機械及び装置 3,923  4,092 4,267
(3) 土地 2,438  2,365 2,377
(4) その他 1,213  744 662
有形固定資産合計 10,858  10,471 10,660

2 無形固定資産 492  581 571
3 投資その他の資産
(1) 投資有価証券 2,375  2,543 2,772
(2) 関係会社株式 5,656  4,735 4,957
(3) 長期貸付金 3,672  1,879 2,477
(4) その他 1,388  1,020 959
貸倒引当金 △ 249 △ 222 △ 707
投資損失引当金 △ 128 △ 128 △ 128
投資その他の資産合計 12,714  9,828 10,331

24,065 47.8  20,881 42.1 21,563 44.6
50,395 100.0  49,631 100.0 48,370 100.0

当中間会計期間末

(平成18年9月30日）

（資産の部）

資産合計

流動資産合計

固定資産合計

区分 金額（百万円）

(平成17年9月30日）

前中間会計期間末

金額（百万円）

前事業年度の
要約貸借対照表

(平成18年3月31日）

金額（百万円）
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構成比
(%)

構成比
(%)

構成比
(%)

Ⅰ
1 買掛金  11,700  13,526  11,509
2 短期借入金  9,184  7,060  6,594
3 未払法人税等  656  74  997
4 飼料事故関連諸費用引当金  －  113  550
5 その他  4,100  4,723  4,950

 25,641 50.9  25,498 51.4  24,602 50.9
Ⅱ 固定負債

1 長期借入金  4,782  5,616  3,955
2 繰延税金負債  961  800  927
3 退職給付引当金  718  127  258

 6,462 12.8  6,544 13.2  5,141 10.6
 32,104 63.7  32,042 64.6  29,744 61.5

Ⅰ  7,411 14.7 － －  7,411 15.3
Ⅱ

1 資本準備金  2,731 －  2,731
2 その他資本剰余金  19 －  31

 2,750 5.5 － －  2,763 5.7
Ⅲ   

1 利益準備金  1,852 －  1,852
2 固定資産圧縮積立金  1,019 －  1,019
3 特別償却準備金  74 －  74
4 別途積立金  2,270 －  2,270
5 中間（当期）未処分利益  2,323 －  2,645

 7,540 14.9 － －  7,862 16.3
Ⅳ  1,695 3.4 － －  1,642 3.4
Ⅴ △ 1,106 △ 2.2 － － △ 1,053 △ 2.2

 18,291 36.3 － －  18,625 38.5
 50,395 100.0 － －  48,370 100.0

Ⅰ 株主資本
1 資本金  7,411 14.9
2 資本剰余金
（1）資本準備金  2,731
（2）その他資本剰余金  34

資本剰余金合計  2,765 5.6
3 利益剰余金  
（1）利益準備金  1,852
（2）その他利益剰余金

固定資産圧縮積立金  890
特別償却準備金  55
別途積立金  2,270
繰越利益剰余金  2,678
利益剰余金合計  7,746 15.6

4 自己株式 △ 1,710 △ 3.4
 16,213 32.7

Ⅱ 評価・換算差額等
その他有価証券評価差額金  1,374
評価・換算差額等合計  1,374 2.7
純資産合計  17,588 35.4
負債純資産合計  49,631 100.0

流動負債合計

固定負債合計

資本合計

当中間会計期間末

（負債の部）

（資本の部）

株主資本合計

資本剰余金

利益剰余金

その他有価証券評価差額金
自己株式

資本剰余金合計

利益剰余金合計

（純資産の部）
負債資本合計

資本金

流動負債

区分 金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円）

負債合計

前事業年度の
要約貸借対照表

(平成17年9月30日） (平成18年9月30日） (平成18年3月31日）

前中間会計期間末
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中 間 損 益 計 算 書 

 

 
 

Ⅰ 48,084 100.0 48,320 100.0 97,808 100.0

Ⅱ 41,893 87.1 42,861 88.7 85,697 87.6

売上総利益 6,191 12.9 5,459 11.3 12,111 12.4

Ⅲ 4,491 9.4 4,487 9.3 9,499 9.7

営業利益 1,699 3.5 971 2.0 2,611 2.7

Ⅳ

63 46 122

124 144 206

99 288 0.6 141 333 0.7 193 522 0.5

Ⅴ

91 82 173

102 194 0.4 96 178 0.4 230 404 0.4

経常利益 1,793 3.7 1,126 2.3 2,730 2.8

Ⅵ

7 － 7

53 － －

－ 61 0.1 － － － 863 871 0.9

Ⅶ

2 14 60

－ － 399

－ － 35

－ － 600

－ 2 0.0 － 14 0.0 216 1,311 1.4

1,853 3.8 1,111 2.3 2,289 2.3

587 11 1,198

123 710 1.4 414 426 0.9 △ 373 824 0.8

1,142 2.4 685 1.4 1,465 1.5

1,180 － 1,180

2,323 － 2,645

受取利息

特別損失

貸倒引当金戻入益

特別利益

投資有価証券売却益

前中間会計期間

投資有価証券評価損

飼料事故関連諸費用

（ 自  平成 18年 4月 1日　　

　至　平成 18年 9月 30日 ）

販売費及び一般管理費

中間（当期）未処分利益

（ 自  平成 17年 4月 1日　　

　至　平成 17年 9月 30日 ）

売上高

売上原価

営業外収益

前期繰越利益

受取配当金

その他

固定資産売却益

税引前中間（当期）純利益

貸倒引当金繰入額

法人税、住民税及び事業税

法人税等調整額

繰延ヘッジ取引損失

中間（当期）純利益

前事業年度の

（ 自  平成 17年 4月 1日　　

　至　平成 18年 3月 31日 ）

固定資産売除却損

営業外費用

支払利息

その他

百分比

（％）

当中間会計期間

区分

要約損益計算書

金額（百万円）
百分比

（％）
金額（百万円）

百分比

（％）
金額（百万円）
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中間株主資本等変動計算書 
 
当中間会計期間（自 平成18年４月１日  至 平成18年９月30日） 
                                              （単位：百万円）  

 

株主資本

固定資産圧
縮積立金

特別償却
準備金

別途
積立金

繰越利益
剰余金

平成18年３月31日残高 7,411 2,731 31 2,763 1,852 1,019 74 2,270 2,645 7,862 △ 1,053 16,983

剰余金の配当 △ 801 △ 801 △ 801

中間純利益 685 685 685

自己株式の取得 △ 676 △ 676

自己株式の処分 2 2 19 21
固定資産圧縮積立金の取
崩 △ 129 129

特別償却準備金の取崩 △ 19 19
株主資本以外の項目の中
間会計期間中の変動額
（純額）

－ － 2 2 － △ 129 △ 19 － 32 △ 115 △ 657 △ 770

平成18年９月30日残高 7,411 2,731 34 2,765 1,852 890 55 2,270 2,678 7,746 △ 1,710 16,213

評価・換算差額等

平成18年３月31日残高 1,642 1,642 18,625

剰余金の配当 △ 801

中間純利益 685

自己株式の取得 △ 676

自己株式の処分 21
固定資産圧縮積立金の取
崩

特別償却準備金の取崩
株主資本以外の項目の中
間会計期間中の変動額
（純額）

△ 267 △ 267 △ 267

△ 267 △ 267 △ 1,037

平成18年９月30日残高 1,374 1,374 17,588

その他有価
証券評価差
額金

評価・換算
差額等合計

純資産
合計

中間会計期間中の変動額

中間会計期間中の変動額
合計

中間会計期間中の変動額

自己株式資本金
資本準備金

資本剰余金

その他資本
剰余金

資本剰余金
合計

その他利益剰余金
利益剰余金
合計

利益
準備金

株主資本合
計

利益剰余金

中間会計期間中の変動額
合計
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中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 
 
１． 有価証券の評価基準及び評価方法 

子会社株式及び関連会社株式   移動平均法による原価法 
その他有価証券 
時価のあるもの        中間決算日の市場価格等に基づく時価法 

（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法による） 
時価のないもの        移動平均法による原価法 

２． たな卸資産の評価基準及び評価方法 
商  品            最終仕入原価法 
製品・原材料・仕掛品・貯蔵品  移動平均法による原価法 

３． 固定資産の減価償却の方法 
有形固定資産     定率法を採用しています。 

なお、平成 10 年 4 月 1 日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）は定額法によってい
ます。 

無形固定資産     定額法を採用しています。 
なお、ソフトウェア（自社利用）は社内における利用可能期間（5 年）に基づく定額法に
よっています。 

４． 引当金の計上基準 
貸倒引当金      債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念

債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上していま
す。 

投資損失引当金    投資に対する損失に備えるため、投資先の財政状態及び回収可能性を勘案し、必要額を計
上しています。 

退職給付引当金    従業員の退職給付に充てるため、当期末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基
づき、当中間期末において発生していると認められる額を計上しています。 
なお、数理計算上の差異は、発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（10
年）による定額法により按分した額を、発生の翌期から処理しています。 
また、過去勤務債務については、発生年度に一括処理しています。 

飼料事故関連諸費用引当金 
飼料事故に関連する諸費用の支出に備えるため、その経過等の状況に基づき、費用発生見
込額を計上しています。 

５． リース取引の処理方法 
リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引については、通常の賃貸
借取引に係る方法に準じた会計処理によっています。 

６． 重要なヘッジ会計の方法 
①ヘッジ会計の方法 

繰延ヘッジ処理によっています。 

②ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段：為替予約取引 

ヘッジ対象：為替の変動による損失の可能性があり、ヘッジ取引によりキャッシュ・フローが固定され、その変動が回避

されるもの 

③ヘッジ方針 

当社の管理規定に基づき、ヘッジ対象に係る為替変動リスクを一定の範囲内でヘッジを行っています。 

④ヘッジの有効性評価の方法 

デリバティブ取引の実行に当り、当社の管理規定に基づきヘッジ手段とヘッジ対象の相場変動の累計を比較し、両者の変

動額を基礎にして判断しています。 
 

７． 消費税等の会計処理は、税抜方式によっています。 
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中間財務諸表作成の基本となる重要な事項の変更 
 
（貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等） 

当中間会計期間から、「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準委員会 平成 17 年 12
月９日 企業会計基準第５号）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計
基準委員会 平成 17 年 12 月９日 企業会計基準適用指針第８号）を適用しています。 
これによる損益に与える影響はありません。 
なお、従来の「資本の部」の合計に相当する金額は「純資産の部」の合計と同額です。 
また、中間財務諸表等規則の改正により、当中間会計期間における中間財務諸表の純資産の部については、改正後
の中間財務諸表等規則により作成しています。 

（役員賞与に関する会計基準） 
当中間会計期間から、「役員賞与に関する会計基準」（企業会計基準委員会 平成 17 年 11 月 29 日 企業会計基準
第４号）を適用しています。なお、役員賞与は通期の業績を基礎として算定しており、当中間会計期間において合
理的に見積ることが困難なため費用処理していません。 
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（注 記 事 項） 

〔中間貸借対照表関係〕 
 
             （前中間会計期間末） （当中間会計期間末）  （前事業年度末） 
                       （平成17年９月30日） （平成18年９月30日）（平成18年３月31日） 
１．有形固定資産減価償却累計額               23,073 百万円        23,984 百万円    23,512 百万円 
２．担保に供している資産                6,757 百万円         7,034 百万円      7,246 百万円 
３．保証債務                      5,124 百万円     5,249 百万円     5,375 百万円 
４．売掛債権及び手形信託譲渡高                  2,114 百万円        1,205 百万円       1,208 百万円 
  （うち遡及義務）                 （618 百万円）    （313 百万円）   （281 百万円） 
５．中間期末日満期手形の処理 

  中間期末日満期手形は、手形交換日をもって決済処理しています。なお、当中間会計期間末日が、金融機関の休日であったため、 
   中間期末日満期手形が受取手形に 174 百万円含まれています。 
 
 
 
〔中間株主資本等変動計算書関係〕 
 
当中間会計期間（自 平成 18 年４月１日  至 平成 18 年９月 30 日） 
 
自己株式に関する事項 

（変動事由の概要） 
増加数の内訳は次のとおりです。 
 市場からの買付による増加 2,000,000 株 
 単元未満株式の買取りによる増加 2,468 株 
減少数の内訳は次のとおりです。 
 ストック・オプションの権利行使による減少 100,000 株 
 単元未満株式の売却による減少 700 株 
 
 
 
 
 
 

①リース取引関係 

 

EDINETにより開示を行うため記載を省略しております。 

 

②有価証券関係 
 

 前中間会計期間、当中間会計期間及び前事業年度のいずれにおいても子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはあ
りません。 

当中間会計期間末

普通株式（株） 6,077,340 2,002,468 100,700 7,979,108

株式の種類 前事業年度末 増加 減少


